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Ⅰ 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度及び耐震性について 

 

1. 構造強度 

燃料取り出し用カバー換気設備は，その用途から換気空調設備に類似すると考える。当該

設備は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」に定められた内包する流体

の放射性物質の濃度が 37mBq/cm3未満であることから適用除外の設備と位置付けられるが，系

統機能試験等を行い，有意な変形や漏えい，運転状態に異常がないことを確認することで，

必要な構造強度を有するものと評価する。 

 

2. 耐震性 

2.1 基本方針 

燃料取り出し用カバーの換気設備は，換気空調系であるＣクラス相当と位置付けられるこ

とから，一般構造物と同等の耐震性を有する設計とする。 

 

2.2 主要設備の耐震構造 

「JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針」等を準用し，静的震度（1.2Ci）に基づ

く主要機器の転倒等の評価を行い，Ｃクラス相当の耐震性を有するものと評価する。 

 

2.3 第４号機燃料取り出し用カバー換気設備の耐震性 

2.3.1 送風機・排風機の耐震性 

送風機・排風機の耐震性評価として，｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針｣を準

用し，送風機・排風機基礎の溶接部の評価を行った。なお，震度については，耐震設計審査

指針上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた 0.36G を採用した。基

礎の溶接部の許容応力については，供用状態Ｄにおける許容応力を適用し，溶接部の評価温

度は 50℃とした。基礎の溶接部のせん断応力を評価した結果，基礎の溶接部に生じるせん断

応力は許容応力以下であり，基礎の溶接部の強度が確保されることを確認した（表 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 送風機・排風機の耐震評価モデル 

 

      ・評価部位：基礎の溶接部 

      ・考慮する荷重：地震荷重 / 送風機・排風機振動による荷重 

h 

L 

l1 l2 

転倒支点 

：重心位置 
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      ・計算に用いる数式 

        鉛直方向のせん断力 

)ll(n
2
1

l)C1(gWMh)CC(gWQ
21f

1PPPH
v  

        鉛直方向のせん断応力 
W

v
v A

Q
 

        水平方向のせん断力 )CC(gWQ PHH  

        水平方向のせん断応力 
W

H
H An

Q
 

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

MP ：送風機・排風機回転により働くモーメント 

    ※基礎溶接部に MPは作用しない 

l1 ：送風機・排風機重心と基礎の溶接部間の距離 

l2 ：送風機・排風機重心と基礎の溶接部間の距離（l1≦l2） 

nf ：鉛直方向のせん断力の作用する基礎の溶接部の評価箇所数 

n ：基礎の溶接部の箇所数 

AW ：基礎の溶接部の断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CP ：送風機・排風機振動による震度 

 

表 1 送風機緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

2520 9.80665 1068 305 345 

nf n Aw(mm2) CH CP 

2 4 238.6 0.36 0.1 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

211 394 114   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

表 2 排風機緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

3460 9.80665 1130 365 425 

nf n Aw(mm2) CH CP 

2 4 353.6 0.36 0.1 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

211 394 114   
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※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

図 2 送風機・排風機機器ベース溶接箇所概念図 

 

表 3 送風機・排風機機器ベース緒言 

機器名称 
溶接長さ L 

(mm) 

溶接幅 W 

(mm) 

溶接高さ H 

(mm) 

のど厚 

[(H/√2)] 

(mm) 

溶接部 

断面積 Aw 

(mm2) 

送風機 75 4.5 4.5 3.182 238.6 

排風機 50 10 10 7.071 353.6 

 

 以下に代表として送風機の計算過程を示す。 

 ＜算出応力＞ 

)ll(n
2
1

l)C1(gWMh)CC(gWQ
21f

1PPPH
v

 

)N(40.8078
)345305(2

2
1

305)0968679.01(80665.9252001068)0968679.036.0(80665.92520 －－

W

v
v A

Q
)MPa(34→)MPa(8505.33

649.238
40.8078

 

 

)CC(gWQ PHH )(.)..(. N511290=09686790+360×806659×2520=  

W

H
H An

Q
)MPa(12)MPa(8275.11

649.2384
5.11290
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鉛直方向のせん断応力τvと水平方向のせん断応力τHの最大値が 34(MPa)となる。 

＜許容応力＞ 

許容応力については，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）による。 

F は，1.2Sy と 0.7Su の小さい値の 0.45 倍。 

)()(. MPa65→MPa817965=1.5×
3×1.5

114
=1.5×

3×1.5
F

=許容せん断応力  

 

表 4 送風機・排風機基礎の溶接部の強度評価 

評価対象機器 部位 材料 応力種類 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

送風機 
基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 34 65 

排風機 
基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 23 65 

 

2.3.2 フィルタユニットの耐震性 

フィルタユニットの耐震性評価として，｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針｣

を準用し，2.3.1 項と同様の方法で基礎の溶接部の評価を行った。なお，震度については，耐

震設計審査指針上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた 0.36G を採

用した。基礎の溶接部の許容応力については，供用状態Ｄにおける許容応力を適用し，溶接

部の評価温度は 50℃とした。基礎の溶接部のせん断応力を評価した結果，基礎の溶接部に生

じるせん断応力は許容応力以下であり，基礎の溶接部の強度が確保されることを確認した（表

9参照）。 

ｈ

ℓ１ ℓ２

（ℓ１≦ℓ２）

転倒支点

転倒方向

：重心位置

 

図 3 フィルタユニットの耐震評価モデル 

 

      ・評価部位：基礎の溶接部 

      ・考慮する荷重：地震荷重 
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      ・計算に用いる数式 

        鉛直方向せん断力 
)ll(n

l)C1(gWhCgWQ
21f

1vH
v  

        鉛直方向せん断応力 
w

v
v A

Q
 

        水平方向せん断力 HH CgWQ  

        水平方向せん断応力 
w

H
H An

Q
 

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

l1 ：フィルタユニット重心と基礎の溶接部間の距離 

l2 ：フィルタユニット重心と基礎の溶接部間の距離（l1≦l2） 

nf ：鉛直方向のせん断力の作用する基礎の溶接部の評価箇所数 

n ：基礎の溶接部の箇所数 

Aw ：基礎の溶接部の断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

 

表 5 給気フィルタユニット（プレフィルタ）緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

4139 9.80665 1681 1043.4 1856.6 

nf n Aw(mm2) CH CV 

2 4 424.3 0.36 0 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

211 394 114   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

表 6 給気フィルタユニット（高性能粒子フィルタ）緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

3600 9.80665 1567.5 1010 1240 

nf n Aw(mm2) CH CV 

2 4 424.3 0.36 0 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

211 394 114   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 
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表 7 排気フィルタユニット緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

6215 9.80665 1404 1012 1238 

nf n Aw(mm2) CH CV 

2 4 495.0 0.36 0 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

211 394 114   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

 

図 4 フィルタユニット機器ベース溶接箇所概念図 

 

表 8 フィルタユニット機器ベース緒言 

機器名称 
溶接長さ L 

(mm) 

溶接幅 W 

(mm) 

溶接高さ H 

(mm) 

のど厚 

[(H/√2)] 

(mm) 

溶接部 

断面積 Aw 

(mm2) 

給気ﾌｨﾙﾀﾕﾆｯﾄ 

（ﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀ） 
100 6 6 4.243 424.3 

給気ﾌｨﾙﾀﾕﾆｯﾄ 

（高性能粒子ﾌｨﾙﾀ） 
100 6 6 4.243 424.3 

排気ﾌｨﾙﾀﾕﾆｯﾄ 50 14 14 9.899 495.0 
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  以下に代表として給気フィルタユニット（プレフィルタ）の計算過程を示す。 

 ＜計算応力＞ 

)ll(n
l)C1(gWhCgWQ

21f

1vH
v

 

)N(9.3066
)6.18564.1043(2

4.1043)01(80665.94139168136.080665.94139
－

－－

 

w

v
v A

Q
8(MPa)(MPa)22876.7

264.424
9.3066

－－
－

 

HH CgWQ )(... N314612=360×806659×4139=  

w

H
H An

Q
)MPa(9)MPa(61039.8

264.4244
3.14612

 

鉛直方向のせん断応力τvと水平方向のせん断応力τHの最大値が 9(MPa)となる。 

 

＜許容応力＞ 

許容応力については，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）による。 

F は，1.2Sy と 0.7Su の小さい値の 0.45 倍。 

)()(. MPa65→MPa817965=1.5×
3×1.5

114
=1.5×

3×1.5
F

=許容せん断応力  

 

表 9 フィルタユニット基礎の溶接部の強度評価 

評価対象機器 部位 材料 応力種類 
算出応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

給気フィルタユニット

（プレフィルタ） 

基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 9 65 

給気フィルタユニット

（高性能粒子フィルタ） 

基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 8 65 

排気フィルタユニット 
基礎の 

溶接部 
SS400 相当 せん断 11 65 
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2.3.3 ダクトの耐震性 

ダクトの耐震性評価として，許容座屈曲げモーメント以下となる基準支持間隔の評価を行

った。なお，震度については，耐震設計審査指針上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地

震力に余裕を持たせた 0.36G を採用した。ダクトは基準支持間隔（表 11）よりも小さい間隔

で支持することで耐震性を確保する計画である。 

なお，燃料取り出し用カバー内のダクトは，燃料取り出し用カバーのクレーン支持用架構

を利用している（添付資料－３－１ 図 2.2 参照）。クレーン支持用架構は，添付資料－４－

２「燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書」で，基準地震動 Ss に対す

る地震応答解析を実施し崩壊しないことを確認していることから，使用済燃料プールへ波及

的影響は与えない。 

 

 ①角ダクトの耐震計算 

 

図 7 角ダクトの評価モデル 

 

・評価部位：角ダクト 

・考慮する荷重：地震荷重 

・計算に用いる数式 

自重による許容座屈曲げモーメント以下とする基準支持間隔 

  
Ｗ・ｇ

・１０００８・Ｍ
Ｌ

Ｘ=  

地震による許容座屈曲げモーメント以下とする基準支持間隔 

  
Ｈ

Ｙ

Ｃ

１
・

Ｗ・ｇ

・１０００８・Ｍ
Ｌ=  

許容曲げモーメントとの関係は次式となる 

  １
Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｙａ

Ｙ

Ｘ

Ｘ ==
a

 

上記式を解くと 

基準支持間隔  

Ｙａ
Ｈ

Ｘａ １０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ
＋Ｃ

１０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ

１
Ｌ=  

 

Ｌ ：基準支持間隔 
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Ｍｘ ：水平方向座屈曲げモーメント 

Ｍｘａ ：水平方向許容座屈曲げげモーメント 

ＭＹ ：鉛直方向座屈曲げモーメント 

ＭＹａ ：鉛直方向許容座屈曲げげモーメント 

Ｗ ：ダクト単位長さ当たり質量 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665） 

ＣＨ ：水平方向設計震度 

 

表 10 角ダクトの基準支持間隔 

Ａ 

(mm) 

Ｂ 

(mm) 

t 

(mm) 

Ｗ 

(kg/m) 

ＭＸａ 

(N・mm) 

ＭＹａ 

(N・mm) 
ＣＨ 

Ｌ 

(mm) 

1100 1100 1.0 66.3 13371009 13371009 0.36 10998 

850 850 1.0 41.0 12835422 12835422 0.36 13703 

 

 以下に計算過程の 1例を示す。 

＜計算基準支持間隔＞ 

Ｙａ
Ｈ

Ｘａ １０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ
＋Ｃ

１０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ

１
Ｌ=  

)()(.
.

mm10998→mm710998=

13371009×8×1000
9.80665×66.3

0.36
13371009×8×1000

9.80665×366
1

=
＋

 

 

表 11 角ダクトの評価 

評価対象ダクト 材料 
基準支持間隔 

(mm) 

1100×1100×1.0t 溶融亜鉛めっき鋼板 10998 

850×850×1.0t 溶融亜鉛めっき鋼板 13703 
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2.4 第３号機燃料取り出し用カバー換気設備の耐震性 

2.4.1 排風機の耐震性 

排風機の耐震性評価として，｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針｣を準用し，排

風機の基礎ボルト・取付ボルトの評価を行った。なお，震度については，耐震設計審査指針

上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた 0.36G を採用した。基礎ボ

ルトの許容荷重及び取付ボルトの許容応力については，評価温度 50℃とした。基礎ボルト・

取付ボルトのせん断・引張を評価した結果，基礎ボルト・取付ボルトに生じる荷重・応力は

許容値以下であり，基礎ボルト・取付ボルトの強度が確保されることを確認した（表 13，15 参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 排風機の耐震評価モデル 

 

・評価部位：基礎ボルト・取付ボルト 

・考慮する荷重：地震荷重 /排風機振動による荷重 

・計算に用いる数式 

引張力   
)l・(ln

)・l－W・g・(1－CM)・hCW・g・(C
Q

21f

1PPPH
v  

引張応力  
b

v
v

A

Q
τ  

せん断力  )CW・g・(CQ PHH  

せん断応力 
b

H
H

n・A

Q
τ  

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

MP ：排風機回転により働くモーメント 

    ※基礎ボルト・取付ボルト部に MPは作用しない 

l1 ：排風機重心と基礎ボルト・取付ボルト間の距離 

l2 ：排風機重心と基礎ボルト・取付ボルト間の距離（l1≦l2） 

nf ：評価上引張を受けるボルト本数 

h 

L 

l1 l2 

取付ボルト 

：重心位置 

基礎ボルト 

L 

l1 l2 
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n ：全ボルト本数 

Ab ：基礎ボルト・取付ボルトの断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CP ：排風機振動による震度 

 

①排風機基礎ボルトの耐震計算 

表 12 排風機基礎ボルト緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

4910 9.80665 2378 1525 1675 

nf n Ab(mm2) CH CP 

1 8 201.1 0.36 0.11 

  

以下に計算過程を示す。 

＜計算荷重＞ 

)l・(ln

)・l－W・g・(1－CM)・hCW・g・(C
Q

21f

1PPPH
v

 
－3605.1(N)

1675)(15251

1525(1－0.11)9.806650－491023780.11)(0.369.806654910

 )CW・g・(CQ PHH 22630(N)0.11)(0.369.806654910  

 

引張荷重 QVはマイナスとなるため作用しない。 

せん断荷重 QHは 22630(N)となり，ボルト 8本で取り付けられていることから，ボルト 1本当

たり荷重は 2829(N)となる。 

 

＜許容荷重＞ 

許容荷重（せん断：21300(N)，引張：23900(N)）は設計値 

 

表 13 排風機の基礎ボルトの強度評価 

評価対象

機器 
部位※ 材料 

評価 

項目 

算出荷重(N)/本 許容荷重(N)/本※ 

せん断 引張 せん断 引張 

排風機 
基礎 

ボルト 
SS400 荷重 2829 

作用 

しない 
21300 23900 

※基礎ボルトの評価部位及び許容荷重は，ケミカルアンカー部を示す。 
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②排風機取付ボルトの耐震計算 

表 14 排風機取付ボルト緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

2360 9.80665 910 532 648 

nf n Ab(mm2) CH CP 

5 10 380.1 0.36 0.11 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

231 394 231   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

以下に計算過程を示す。 

＜計算応力＞ 

)l・(ln

)・l－W・g・(1－CM)・hCW・g・(C
Q

21f

1PPPH
v

 
－179.57(N)

648)(5325

532(1－0.11)9.806650－23609100.11)(0.369.806652360

 

b

v
v

A

Q
τ Pa)－0.47245(M

380.1

－179.57

 

)CW・g・(CQ PHH 10877(N)0.11)(0.369.806652360  

b

H
H

n・A

Q
τ 3(MPa))2.8617(MPa

380.110

10877

 

 

引張応力τvはマイナスとなるため作用しない。 

せん断応力τHは，3(MPa)となる。 

 

＜許容応力＞ 

許容応力については，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）による。 

F は，Syと 0.7Su の小さい値。 

173(MPa)173.2(MPa)1.5
2

231
1.5

2

F
許容引張応力  

133(MPa)133.3(MPa)1.5
31.5

231
1.5

31.5

F
許容せん断応力  

 

表 15 排風機の取付ボルトの強度評価 

評価対象

機器 
部位 材料 

評価 

項目 

算出応力(MPa) 許容応力(MPa) 

せん断 引張 せん断 引張 

排風機 
取付 

ボルト 
SS400 応力 3 

作用 

しない 
133 173 
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2.4.2 フィルタユニットの耐震性 

フィルタユニットの耐震性評価として，｢JEAG4601-1987 原子力発電所耐震設計技術指針｣

を準用し，2.4.1 項と同様の方法で基礎ボルト・取付ボルトの評価を行った。なお，震度につ

いては，耐震設計審査指針上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地震力に余裕を持たせた

0.36G を採用した。基礎ボルトの許容荷重及び取付ボルトの許容応力については，評価温度

50℃とした。基礎ボルト・取付ボルトのせん断・引張を評価した結果，基礎ボルト・取付ボ

ルトに生じる荷重及び応力は許容値以下であり，基礎ボルト・取付ボルトの強度が確保され

ることを確認した（表 17,19 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 フィルタユニットの耐震評価モデル 

 

・評価部位：基礎ボルト・取付ボルト 

・考慮する荷重：地震荷重 

・計算に用いる数式 

引張力   
)l・(ln

)・lC・h－W・g・(1－W・g・C
Q

21f

1vH
v  

引張応力  
b

v
v

A

Q
τ  

せん断力  HH W・g・CQ  

せん断応力 
b

H
H

n・A

Q
τ  

W ：据付面に作用する重量 

g ：重力加速度(=9.80665) 

h ：据付面から重心までの距離 

l1 ：フィルタユニット重心と基礎ボルト・取付ボルト間の距離 

l2 ：フィルタユニット重心と基礎ボルト・取付ボルト間の距離 

（l1≦l2） 

h 

L 

l1 l2 

取付ボルト 

：重心位置 

基礎ボルト 

l1 l2 

L 
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nf ：評価上引張を受けるボルト本数 

n ：全ボルト本数 

Ab ：基礎ボルト・取付ボルトの断面積 

CH ：水平方向設計震度 

CV ：鉛直方向設計震度 

 

 ①フィルタユニットの基礎ボルトの耐震計算 

 

表 16 フィルタユニットの基礎ボルト緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

2090 9.80665 1380 509 691 

nf n Ab(mm2) CH CV 

1 5 201.1 0.36 0 

 

 以下に計算過程を示す。 

＜計算荷重＞ 

)l・(ln

)・lC・h－W・g・(1－W・g・C
Q

21f

1vH
v  

－208.37(N)
691)(5091

509(1－0)9.806651380－20900.369.806652090
 

HH W・g・CQ 7378.5(N)0.369.806652090  

 

引張荷重 QVはマイナスとなるため作用しない。 

せん断荷重 QHは 7378.5(N)となり，ボルト 5 本で取り付けられていることから，ボルト 1 本

当たり荷重は 1476(N)となる。 

 

＜許容荷重＞ 

許容荷重（せん断：21300(N)，引張：23900(N)）は設計値 

 

表 17 フィルタユニットの基礎ボルトの強度評価 

評価対象機器 部位※ 材料 
評価 

項目 

算出荷重(N)/本 許容荷重(N)/本※ 

せん断 引張 せん断 引張 

排気フィルタ 

ユニット 

基礎 

ボルト 
SS400 荷重 1476 

作用 

しない 
21300 23900 

※基礎ボルトの評価部位及び許容荷重は，ケミカルアンカー部を示す。 
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②フィルタユニットの取付ボルトの耐震計算 

表 18 フィルタユニットの取付ボルト緒言 

W(kg) g(m/s2) h(mm) l1(mm) l2(mm) 

1150 9.80665 1200 272 386 

nf n Ab(mm2) CH CV 

4 8 113.1 0.36 0 

Sy(MPa)※ Su(MPa)※ F(MPa)※   

241 394 241   

※発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）の Sy，Su を 50℃換算による。 

 

 以下に計算過程を示す。 

＜計算応力＞ 

)l・(ln

)・lC・h－W・g・(1－W・g・C
Q

21f

1vH
v

 

685.57(N)
386)(2724

272(1－0)9.806651200－11500.369.806651150

 

b

v
v

A

Q
τ 7(MPa))6.0616(MPa

113.1

685.57

 

HH W・g・CQ 4059.9(N)0.369.806651150  

b

H
H

n・A

Q
τ 5(MPa))4.4871(MPa

113.18

4059.9

 

 

引張応力τvは，7(MPa)となる。 

せん断応力τHは，5(MPa)となる。 

 

＜許容応力＞ 

許容応力については，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）による。 

F は，Syと 0.7Su の小さい値。 

180(MPa)180.7(MPa)1.5
2

241
1.5

2

F
許容引張応力  

139(MPa)139.1(MPa)1.5
31.5

241
1.5

31.5

F
許容せん断応力  

 

表 19 フィルタユニットの取付ボルトの強度評価 

評価対象機器 部位 材料 
評価 

項目 

算出応力(MPa) 許容応力(MPa) 

せん断 引張 せん断 引張 

排気フィルタ 

ユニット 

取付 

ボルト 
SS400 応力 5 7 139 180 
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2.4.3 ダクトの耐震性 

ダクトの耐震性評価として，許容座屈曲げモーメント以下となる基準支持間隔の評価を行

った。なお，震度については，耐震設計審査指針上の耐震Ｃクラス設備に適用される静的地

震力に余裕を持たせた 0.36G を採用した。ダクトは基準支持間隔（表 21,23 参照）よりも小

さい間隔で支持することで耐震性を確保する計画である。 

なお，燃料取り出し用カバー内のダクトは，使用済燃料プール上に配置しないことから，

使用済燃料プールへ波及的影響は与えない。 

 

 ①角ダクトの耐震計算 

 

図 7 角ダクトの評価モデル 

 

・評価部位：角ダクト 

・考慮する荷重：地震荷重 

・計算に用いる数式 

自重による許容座屈曲げモーメント以下とする基準支持間隔 

  
Ｗ・ｇ

・１０００８・Ｍ
Ｌ

Ｘ=  

地震による許容座屈曲げモーメント以下とする基準支持間隔 

  
Ｈ

Ｙ

Ｃ

１
・

Ｗ・ｇ

・１０００８・Ｍ
Ｌ=  

許容曲げモーメントとの関係は次式となる 

  １
Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｙａ

Ｙ

Ｘ

Ｘ ==
a

 

上記式を解くと 

基準支持間隔  

Ｙａ
Ｈ

Ｘａ １０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ
＋Ｃ

１０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ

１
Ｌ=  

 

Ｌ ：基準支持間隔 

Ｍｘ ：水平方向座屈曲げモーメント 

Ｍｘａ ：水平方向許容座屈曲げげモーメント 

ＭＹ ：鉛直方向座屈曲げモーメント 
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ＭＹａ ：鉛直方向許容座屈曲げげモーメント 

Ｗ ：ダクト単位長さ当たり質量 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665） 

ＣＨ ：水平方向設計震度 

 

表 20 角ダクトの基準支持間隔 

Ａ 

(mm) 

Ｂ 

(mm) 

t 

(mm) 

Ｗ 

(kg/m) 

ＭＸａ 

(N・mm) 

ＭＹａ 

(N・mm) 
ＣＨ 

Ｌ 

(mm) 

1100 1100 3.2 161.0 380135185 380135185 0.36 37633 

900 900 3.2 132.0 364014675 364014675 0.36 40671 

650 500 3.2 85.4 262049779 300286615 0.36 43643 

1100 1100 2.3 127.7 144288561 144288561 0.36 26033 

1300 1300 1.2 148.5 23486326 23486326 0.36 9740 

1300 1000 1.2 126.7 22241400 23486326 0.36 10334 

1100 1100 1.2 101.2 22662712 22662712 0.36 11589 

900 900 1.2 67.9 21816667 21816667 0.36 13882 

700 700 1.2 53.3 20975522 20975522 0.36 15364 

 

 以下に計算過程の１例を示す。 

＜計算基準支持間隔＞ 

Ｙａ
Ｈ

Ｘａ １０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ
＋Ｃ

１０００・８・Ｍ

Ｗ・ｇ

１
Ｌ=  

37633(mm))37633.2(mm

38013518581000

9.80665161.0
＋0.36

38013518581000

9.80665161.0

1
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表 21 角ダクトの評価 

評価対象ダクト 材料 
基準支持間隔 

(mm) 

1100×1100×3.2t ガルバニウム鋼板 37633 

900×900×3.2t ガルバニウム鋼板 40671 

650×500×3.2t ガルバニウム鋼板 43643 

1100×1100×2.3t ガルバニウム鋼板 26033 

1300×1300×1.2t ガルバニウム鋼板 9740 

1300×1000×1.2t ガルバニウム鋼板 10334 

1100×1100×1.2t ガルバニウム鋼板 11589 

900×900×1.2t ガルバニウム鋼板 13882 

700×700×1.2t ガルバニウム鋼板 15364 

 

 ①丸ダクトの耐震計算 

 

図 8 丸ダクトの評価モデル 

 

・評価部位：丸ダクト 

・考慮する荷重：地震荷重 

・計算に用いる数式 

自重と地震を合成した座屈曲げモーメント 

  
８

Ｌ
・

１０００

Ｗ・ｇ
・＋Ｃ１Ｍ

２
２

Ｈ
２=  

  １
Ｍ

Ｍ
=

a
 

上記式を解くと 

基準支持間隔  

）（１＋Ｃ
１０００

Ｗ・ｇ

８・Ｍ
Ｌ

２
Ｈ

ａ=  

 

Ｌ ：基準支持間隔 

Ｍ ：座屈曲げモーメント 



19 

Ｍａ ：許容座屈曲げげモーメント 

Ｗ ：ダクト単位長さ当たり質量 

ｇ ：重力加速度（＝9.80665） 

ＣＨ ：水平方向設計震度 

 

表 22 丸ダクトの基準支持間隔 

ｄ 

(mm) 

t 

(mm) 

Ｗ 

(kg/m) 

Ｍａ 

(N・mm) 
ＣＨ 

Ｌ 

(mm) 

1200 3.2 132.2 313826615 0.36 42685 

700 3.2 77.6 184113325 0.36 42674 

 

 以下に計算過程の１例を示す。 

＜計算基準支持間隔＞ 

）（１＋Ｃ
１０００

Ｗ・ｇ

８・Ｍ
Ｌ

２
Ｈ

ａ=  

42685(mm)m)＝42685.7(m

0.361
1000

9.80665132.2

3138266158

2

 

 

表 23 丸ダクトの評価 

評価対象ダクト 材料 
基準支持間隔 

(mm) 

1200φ×3.2t 鋼板 42685 

700φ×3.2t 鋼板 42674 
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2
6

Ⅳ 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（４号機） 

（添付資料２－１－３）に関する補足書 

 

構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（４号機）（添付資料２－１

－３）について，評価条件，評価モデル等の詳細を示す。 
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5. 構内用輸送容器の落下 

 

5.1. 原因 

構内用輸送容器の取り扱い中に，何らかの原因で構内用輸送容器が落下して密封境界が

破損し，放射性物質が環境に放出される。 
 

5.2. 発生防止対策 
 構内用輸送容器の落下を防止するために，次のような設計及び運転上の対策を講じる。 
（１） クレーン主巻フックは二重のワイヤーロープで保持する構造とする。 
（２） クレーン巻上装置は電源断時に電動油圧押上機ブレーキで保持する構造とする。 
（３） クレーン主巻フックと吊具，吊具と構内用輸送容器の取付けを二重化する。 
（４） 取付け作業後の取付け状態を確認し，外れ止めを取り付ける。 
（５） 作業開始前にクレーン及び吊具の事前点検を実施する。 
（６） 作業手順書を整備し，作業員への教育周知を行う。 
（７） 有資格者による設備操作，作業管理を行う体制とする。 

 

5.3. 核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

 本構内用輸送容器は，最大 12 体の燃料を輸送することが可能な容器である。これは既に

構内用輸送容器として用いられている NFT-22B 型の燃料収納体数 22体より少ない。 

 従って，核分裂生成物の放出量及び線量の評価は，「添付資料－２－１ 構内用輸送容

器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書（４号機）」の評価に包絡される。 
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４号機 構内用輸送容器（NFT-12B 型）に係る確認事項について 

 

４号機 構内用輸送容器（NFT-12B 型）の確認事項を表―1～表―2 に示す。   

 

表－1 確認事項（構内用輸送容器（NFT-12B 型）） 
確認項目 確認内容 判定基準 

寸法確認 変形燃料を収納する大口格子の内寸

を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

挿入確認 変形燃料を収納する大口格子に挿入

ゲージ※が円滑に挿入，取出しできる

ことを確認する。 

挿入ゲージの挿入，取出しが円滑に

行えること。 

※2013 年 12 月に当該燃料について吊上げチャンネルボックスの曲がり状況を確認し，チ

ャンネルボックスの曲がりを考慮した最大寸法は測定誤差を加味し 156mm であることを

確認している。このため，挿入ゲージは 1 辺 156mm 以上とする。 
 

表―２ 確認事項（構内用輸送容器（NFT-12B 型）のうち，大口格子用スツール） 
確認項目 確認内容 判定基準 

寸法確認 実施計画に記載されている主な寸法

について確認する。 

実施計画のとおりであること。 

材料確認 実施計画に記載されている主な材料

について確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

 
 

別添-1 




